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トラック運送業にかかる法改正等について

令和８年９月

京都府トラック協会研修会

企画部長 金子 貴史
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１．平成３０年以降の法改正について

貨物自動車運送事業法の改正（議員立法）

【平成３０年】

○標準的運賃の告示制度 【※令和６年３月末までの時限措置】 →令和５年「当分の間」の措置に変更

○荷主対策の深度化 【※荷主への働きかけ等の規定は令和６年３月末までの時限措置】→令和５年「当分の間」の措置に変更

・荷主の配慮義務の新設、国土交通大臣による荷主への働きかけ・要請・勧告（公表）の規定の新設等

○規制の適正化

○事業者の遵守事項の明確化

【令和６年】

貨物自動車運送事業法の改正、貨物自動車運送事業の適正化のための体制の整備等の推進に関する法律（議員立法）

【令和７年】

※流通業務総合効率化法は名称が物流効率化法に変更

○荷主・物流事業者に対する規制的措置
・物流効率化のために取り組むべき措置について努力義務、一定規模以上の事業者（特定事業者）には中長期計画の作成や定期報告等を

義務付け、荷主の特定事業者には物流統括管理者（ＣＬＯ）の選任を義務付け

○トラック運送事業者に対する規制的措置
・運送契約締結時の書面交付の義務付け、元請事業者に対する実運送体制管理簿の作成の義務付け、委託先への健全化措置について

      努力義務（一定規模以上の事業者には健全化措置に関する管理規程の作成、管理者の選任を義務付け）

＜トラック適正化二法＞

流通業務総合効率化法の改正、貨物自動車運送事業法の改正（閣法）
＜改正物流法＞

＜ホップ＞

＜ステップ＞

＜ジャンプ＞

下請代金支払遅延等防止法（下請法）から中小受託取引適正化法（取適法）へ（閣法）

○物流問題へ対応するため運送委託の対象取引への追加
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２．トラック適正化二法の概要



【貨物自動車運送事業法】

施 行 施 行
（令和7年6月11日）

公 布

○委託次数の制限
○違法な白トラに係る
荷主等の取締

○書面交付義務等の
利用運送事業者への適用

１年以内

○許可基準追加、許可更新制度
○適正原価の遵守義務
○労働者処遇確保義務

３年以内 ２年（経過措置）

適正原価の
告示

更新の申請及び審査の開始
（５年めどで一巡）

【貨物自動車運送事業の適正化のための体制の整備等の推進に関する法律】

（令和7年6月11日）
公 布

３年以内

即日施行

政府は基本方針に基づき、必要な法制上の
措置等を３年以内を目途として講じる

・各運送事業者における適正運賃収受
・事業実績の記録 等令和10年 令和12年

・適正原価実態調査の実施
・制度周知 等
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（令和8年4月1日）

３．トラック適正化二法の施行時期



9第１回 適正原価の設定に向けた有識者検討会（令和８年７月１７日）資料

４．適正原価の設定に向けた検討状況について



10国土交通省資料



11第１回 適正原価の設定に向けた有識者検討会（令和８年７月１７日）資料



12第１回 適正原価の設定に向けた有識者検討会（令和８年７月１７日）資料



13第１回 適正原価の設定に向けた有識者検討会（令和８年７月１７日）資料



14
第１回 適正原価の設定に向けた有識者検討会（令和８年７月１７日）資料



15
第１回 適正原価の設定に向けた有識者検討会（令和８年７月１７日）資料



16第2回 適正原価の設定に向けた有識者検討会（令和８年８月２６日）資料
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・総合物流施策大綱(2026年度〜2030年度)について
・トラック適正化二法について
・公正取引委員会の施策等について

１．取適法（改正下請法）の概要

２．下請法→取適法 改正点のポイント
① 特定運送委託
② 手形払い等の禁止
③ 協議に応じない一方的な代金決定
④ 面的執行の強化

３．サプライチェーン全体での価格転嫁・取引適正化の推進
① 物流特殊指定改正（着荷主規制）
② 支払告示制定
③ 優越ガイドライン改定

４．公正取引委員会による勧告・指導等
① 運送事業者間の取引における下請法違反被疑事件の集中調査結果
② 令和７年荷主と物流事業者との取引調査結果

５．その他

取適法・独禁法・物流特殊指定の違い

いずれも事業者間の公正な取引を確保するための法律

取適法
(旧 下請法)

立場の弱い下請事業者を保護するた
めの法律、基本的に同業者間の元下
関係の取引の規制

独禁法 市場を独占しようとしてはいけない、
カルテルや入札談合をしてはいけな
い、優越的地位の濫用をしてはいけ
ない等、市場全体の競争ルールを定
めている。

物流特殊指定 独禁法に基づく公正取引委員会の告
示で、荷主と物流事業者間の取引に
ついて不公正な取引方法を具体的に
定めたもの。



適用対象
製造委託 修理委託 役務提供委託

（運送・倉庫保管・情報処理）
情報成果物作成委託
（プログラム）

役務提供委託
（運送・倉庫保管・情報処理除く）

情報成果物作成委託
（プログラム除く）

１．取適法（改正下請法）の概要
法目的 中小受託取引の公正化 ・ 中小受託事業者の利益保護

禁止行為
受領拒否 報復措置
支払遅延（手形払等の禁止） 有償支給原材料等の対価の早期決済
減額 割引困難な手形の交付
返品 不当な経済上の利益提供要請
買いたたき 不当な給付内容の変更・やり直し
購入・利用強制 協議に応じない一方的な代金決定

特定運送委託

委託
事業者

資本金３億超
資本金１千万超３億以下
常時使用する従業員300人超

中小
受託
事業者

資本金３億以下（個人含む）
資本金１千万以下（個人含む）
常時使用する従業員300人以下（個人含む）

委託
事業者

資本金５千万超
資本金１千万超５千万以下
常時使用する従業員100人超

中小
受託
事業者

資本金５千万以下（個人含む）
資本金１千万以下（個人含む）
常時使用する従業員100人以下（個人含む）

①取引の内容

②規模要件

①取引の内容

②規模要件

①取引の内容 ＋ ②規模要件 ＝ 対象取引

義務

発注内容を明示する義務（発注書の交付）

取引に関する書類等を作成・保存する義務
（2年）

支払期日（受領後60日以内）を定める義務

遅延利息（14.6％）の支払義務
※赤色は改正内容 18

出所：公正取引委員会資料 一部全ト協加筆



発荷主が運送事業者に対して物品の運送を委託する取引を、本法の対象となる新たな類型とし
て追加し、機動的に対応できるようにする。

運送事業者 運送事業者発荷主
（例︓部品メーカー、

卸売業者等） 再委託委託

現行

改正法

物品の運送の再委託が対象

改 正 内 容

荷積みの強要
荷待ち

発荷主から元請運送事業者への委託は、本法の対象外（独占禁止法の物流特殊指定で対応）で
ある。
立場の弱い物流事業者が、荷役や荷待ちを無償で行わされているなど、荷主・物流事業者間の
問題（荷役・荷待ち）が顕在化している。

現行の「物品の運送の再委託」に加えて「物品の運送の委託」を新たな規制対象に追加

改 正 理 由

① 特定運送委託

19出所：公正取引委員会資料 一部全ト協修正

改正後

改正前

２．下請法→取適法 改正のポイント



20出所：公正取引委員会資料

① 特定運送委託



中小受託事業者の保護のためには、今般の指導基準の変更を一段進め、本法上の支払手段と
して、手形払を認めないこととする。
電子記録債権やファクタリングについても、支払期日までに代金に相当する金銭（手数料等を
含む満額）を得ることが困難であるものについては認めないこととする。

4/1 5/1  6/30 ８/30

製品や役務の受領日 支払日＝手形交付日 満期日＝入金日
手形サイト60日間

支払日までの期間（60日）＋手形サイト（60日）＝現金受領までの期間【120日】

製品や役務の受領日 支払日
支払日までの期間（60日）＝現金受領までの期間【60日】

4/1 5/1  6/30
短縮

改正法

現行 支払日までの期間

支払日までの期間

改 正 内 容

支払手段として手形等を用いることにより、発注者が受注者に資金繰りに係る負担を求める
商慣習が続いている。

改 正 理 由

② 手形払等の禁止

21出所：公正取引委員会資料 一部全ト協加筆

改正後

改正前

２．下請法→取適法 改正のポイント



振込手数料の負担に係る運用変更（運用基準）
企業取引研究会において、代金の振込手数料は発注者が負担することが合理的
な商慣習であるとの意見があり、同研究会報告書において、振込手数料を受注
者に負担させる行為は、合意の有無にかかわらず違反に当たることとするよう、
運用基準を見直すべきとの結論が取りまとめられた。
これを踏まえ、振込手数料を受注者に負担させる行為は、合意の有無にかかわ
らず違反とするよう、運用基準を見直すこととする。

【改正前】

発注前に下請代金を下請事業者の銀行口座に振り込む際の振込手数料について、
下請事業者が負担する旨の書面での合意がある場合には、親事業者が負担した実
費の範囲内で当該手数料を差し引いて下請代金を支払うことが認められる。

中小受託事業者との合意の有無にかかわらず、委託事業者が製造委託等代金を
中小受託事業者の銀行口座へ振り込む際の手数料を中小受託事業者に負担させ、
製造委託等代金から差し引いて支払うことは減額に当たる。

【改正後】
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＜関連＞

出所：公正取引委員会資料 一部全ト協加筆



③ 協議に応じない一方的な代金決定の禁止

23出所：公正取引委員会資料 一部全ト協修正

２．下請法→取適法 改正のポイント



④ 面的執行の強化

24

２．下請法→取適法 改正のポイント

出所：公正取引委員会資料 一部全ト協加筆



25出所：国土交通省資料

④ 面的執行の強化
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３．サプライチェーン全体での価格転嫁・取引適正化の推進

出所：公正取引委員会資料 一部全ト協加筆
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３．サプライチェーン全体での価格転嫁・取引適正化の推進
① 物流特殊指定改正（着荷主規制）

出所：公正取引委員会資料 一部全ト協加筆



改正物流特殊指定による「着荷主規制」について

◎ 特定着荷主が、特定発荷主の利益を不当に害する行為を禁止

禁 止 行 為 の 具 体 例

不当な経済上の利益の提供要請 あらかじめ契約内容に含まれていないにもかかわらず、商品の荷下ろし業務・商品の検品・仕分け作業等を
運送事業者を通じて提供させたことにより、特定発荷主にその費用を負担させた。

（特定発荷主が運送を受託する事業者に当該提供の行為をさせる場合に限る。）

不当な運送内容の変更及びやり直し 自社の都合により、運送事業者に長時間の待機や商品の再配達をさせたにもかかわらず、特定発荷主にそ
の費用を負担させた。

（特定発荷主が運送を受託する事業者に当該変更又はやり直しの行為をさせる場合に限る。）

情報提供に対する報復措置 特定着荷主が禁止行為をしていた事実を、特定発荷主が公正取引委員会に知らせ、又は知らせようとしたこ
とを理由として、取引量の削減・取引の停止・その他不利益な扱いをした。

特
定
着
荷
主

資本金３億円超 特
定
発
荷
主

資本金３億円以下

資本金１千万円超３億円以下 資本金１千万円以下

従業員３００人超 従業員３００人以下

取引上の地位が優越している着荷主 取引上の地位が劣っている発荷主

改正物流特殊指定が適用になる特定着荷主と特定発荷主の関係 違反した場合

施 行 期 日

違反行為が認められた場合等には、
警告・注意、排除措置命令*等の対象になる。

*違反行為の取りやめ、原状回復、再発防止策の実施等

令和９年４月１日 施行

• 着荷主から契約にない荷役作業等を依頼されたら、発荷主に作業を実
施してよいか、実施する場合は料金が発生することを確認し、発荷主の
指示を受けてから実施する。

• 実施後、発荷主に取卸料等を請求する。

• 運送業務以外の役務の内容を運送業務とは区別して定め、その対価に
ついて十分な協議を行い、適正な対価を定めて、書面に記載し交付する。

• 発荷主に対し、着荷主側で契約外の荷待ち、荷役作業等をさせることが
予想される場合について、発着荷主間でその内容や対価等の条件を明
確にしていただくよう依頼する。

運送事業者の対応①
＜発荷主等との協議＞

運送事業者の対応②
＜現場での対応＞

29出所：公正取引委員会資料を基に全ト協作成



30出所：公正取引委員会資料 一部全ト協加筆



31出所：公正取引委員会資料 一部全ト協加筆
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３．サプライチェーン全体での価格転嫁・取引適正化の推進
② 支払告示制定

出所：公正取引委員会資料 一部全ト協加筆



33出所：公正取引委員会資料
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３．サプライチェーン全体での価格転嫁・取引適正化の推進
③ 優越ガイドライン改定

出所：公正取引委員会資料 一部全ト協加筆
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（想定例の追加）

出所：公正取引委員会資料 一部全ト協加筆
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４．公正取引委員会による勧告･指導等
①

出所：公正取引委員会資料 一部全ト協加筆
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書面の不交付・記載不備について

A 運送業を営むＡ社は、自ら請け負った食品の運送業務を他の運送事業者に
委託する際、発注書面等を交付していなかった。

B 運送業を営むＢ社は、自ら請け負った食品の運送業務を他の運送事業者に

委託する際、一部の受託側の運送事業者に対し、時間がないことを理由に電
話により発注を行い、発注書面等を交付していなかった。

C 運送業を営むＣ社は、自ら請け負った食品等の運送業務を他の運送事業者

に委託する際、委託内容に運送業務に加えて運送先における貨物の開封作
業や仕分作業等の役務も含まれていたにもかかわらず、発注書面等にこれら
の役務の内容を記載していなかった。

D 運送業を営むＤ社は、自ら請け負った精密機器等の運送業務を他の運送事

業者に委託する際、受託側の運送事業者に荷待ち、積込み・取卸しをさせて
いたにもかかわらず、運送業務以外の役務の内容は基本契約書等に記載す
るのみで、個々の発注書面等には記載してなかった。

E 運送業を営むＥ社は、自ら請け負った化学品等の運送業務を他の運送事業

者に委託する際、運送業務に加えて積込み・取卸しの役務も委託していたに
もかかわらず、運送業務と積込み・取卸しは一体のものであると考え、発注書
面等に提供される役務の内容に積込み・取卸しが含まれる旨を記載していな
かった。

買いたたきについて

F 運送業を営むＦ社は、自ら請け負った食品の運送業務を他の運送事業者に

委託する際、運送業務以外に、自社での製造業務の補助、待機、仕分作業の
役務が含まれていたにもかかわらず、「運送業務及びその他附帯する業務」と
いったように委託内容を記載し、当該附帯する業務の対価は運送業務の対価
に含まれているとして、当該附帯する業務の対価について受託側の運送事業
者との間で十分に協議を行うことなく一方的に価格を決定し本来支払うべき代
金より低い代金の額を定めていた。

G 運送業を営むＧ社は、自ら請け負った貨物の運送業務を他の運送事業者に

委託する際、昨今の労務費、エネルギーコスト等の上昇により、受託側の運
送事業者の運送に係るコストが著しく上昇しているにもかかわらず、定期的に
委託している一部の運送事業者のみ代金の額を引き上げたが、大半の受託
側の運送事業者との間では協議を行うことなく、価格を据え置いていた。

H 運送業を営むＨ社は、自ら請け負った運送業務を他の運送事業者に委託す

る際、受託側の運送事業者から要請があった場合には受託側の運送事業者と
協議を行い、代金の額を引き上げていたが、受託側の運送事業者から要請が
ない場合には価格を据え置き、自ら価格協議の場を設けることもしていなかっ
た。また、価格協議の結果、価格が据置きとなった場合に、その理由を書面等
の記録に残る形で回答していなかった。

不当な経済上の利益の提供要請について

I 運送業を営むＩ社は、自ら請け負った運送業務を他の運送事業者に委託する

際、フォークリフトを使って積込み・取卸しを行わせることがあるものの、その対
価は運送業務の対価に含まれているという認識の下、受託側の運送事業者に
積込み・取卸しを無償で行わせていた。

J 運送業を営むＪ社は、自ら請け負った海運貨物の運送業務を他の運送事業

者に委託する際、荷待ちが常態化しており、荷待料を求めたら顧客との関係性
が築けず商売にならないこと、顧客から荷待ちの対価が支払われていないこと
等を理由に、受託側の運送事業者に荷待ちを無償で行わせていた。

K 運送業を営むＫ社は、自ら請け負った海運貨物の運送業務を他の運送事業

者に委託する際、荷待ちは天候が要因であること、荷主等から荷待ちの対価
を支払ってもらえないことを理由として、受託側の運送事業者に荷待ちを無償
で行わせていた。

L 運送業を営むＬ社は、自ら請け負った食品・飲料の運送業務を他の運送事業

者に委託する際、積込み・取卸しの対価は、昔からの慣行で運送業務の対価
に含まれていると考えていることや、積込み・取卸しの対価を自社が荷主に請
求したらその後に荷主から注文をもらえない懸念があることを挙げ、受託側の
運送事業者に積込み・取卸しを無償で行わせていた。

M 運送業を営むＭ社は、自ら請け負った食品の運送業務を他の運送事業者に

委託する際、発地から自社倉庫を経由して着地まで運送させていたにもかか
わらず、発地から着地まで直行して運送した場合の対価のみを支払い、受託
側の運送事業者に自社倉庫を経由する分の運送業務を無償で行わせていた。

N 運送業を営むＮ社は、自ら請け負った紙製品の運送業務を他の運送事業者

に委託する際、有料道路の利用が必要な一部の遠距離運送業務について、
受託側の運送事業者が利用した有料道路の利用料金を受託側の運送事業者
に負担させていた。

「運送事業者間の取引における下請法違反被疑事件の集中調査の結果について（本文） 」に
記載されている指導事例の概要

公正取引委員会資料から抜粋 一部全ト協加筆（赤、下線）



38出所：公正取引委員会資料

① 運送事業者間の取引における下請法違反被疑事件の集中調査の結果
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出所：公正取引委員会資料

① 運送事業者間の取引における下請法違反被疑事件の集中調査の結果
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４．公正取引委員会による勧告･指導等
② 令和７年度荷主と物流事業者との取引調査結果

出所：公正取引委員会資料を基に全ト協作成



41

② 令和７年度荷主と物流事業者との取引調査結果

出所：公正取引委員会資料を基に全ト協作成
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公正取引委員会の組織体制強化に関する新聞記事 （読売新聞・R8.7.21朝刊１面）

５．その他
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トラック・物流Ｇメン投稿フォーム

公正取引委員会 買いたたき等投稿フォーム

公正取引委員会 労務費転嫁 投稿フォーム

中小企業庁 取適法 不当取引 投稿フォーム

白トラ行為（無許可営業） 投稿フォーム

長時間の荷待ちや契約に含まれない附帯業務（追加業務）、コンプライア
ンス確保に影響しうる輸送に関する情報（非合理な到着時間の設定、重量
違反等となるような依頼、燃料費等のコスト増加にかかる運賃・料金等の
不当な据え置き）など

公正取引委員会及び中小企業庁は、中小事業者等が匿名で情報提供で
きる「違反行為情報提供フォーム」を設置し、買いたたきなどの違反行為が
疑われる親事業者に関する情報を受け付けています。

公正取引委員会では、事業者が匿名で、労務費という理由で価格転嫁の協
議のテーブルにつかない事業者等に関する情報を提供できる「労務費の転
嫁に関する情報提供フォーム」を設置し、広く情報を受け付けております。

中小企業庁では、取適法の対象となる違反事実（買いたたきをはじめとし
た親事業者の義務・禁止行為）に関する申告・報告（情報提供）を受け付け
ています。

長時間の荷待ちや契約に含まれない附帯業務（追加業務）、コンプライア
ンス確保に影響しうる輸送に関する情報（非合理な到着時間の設定、重量
違反等となるような依頼、燃料費等のコスト増加にかかる運賃・料金等の
不当な据え置き）など

トラック・物流Ｇメン、公正取引委員会、中企庁等への投稿ホーム（全ト協ＨＰからアクセスできます）

厚生労働省 投稿フォーム

厚生労働省は、道路貨物運送業における長時間労働の自主的な改善を
困難としている要因の一つである、荷主・元請運送事業者の都合による
「長時間の荷待ち」に関する情報を把握し、この改善に向けて荷主・元請運
送事業者に対する「要請」や国土交通省への「情報提供」の参考とさせて
いただくこととしました。 （※お寄せいただいた情報は、荷主・元請運送事
業者にお伝えする場合があります。）


